宣誓書


白河市長

所在地

団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

次の施設の指定管理者の指定の申請にあたり、下記事項すべてに該当することを宣誓いたします。


[bookmark: _GoBack]施設名　　白河市中心市街地市民交流センター・旧脇本陣柳屋旅館建造物群

記

（１）市内に本社又は主たる事務所を有すること。
（２）指定期間中、施設を安定して管理運営できる団体であること。
（３）本市の市税の滞納がないこと。
（４）施設を管理するにあたって必要な資格又は免許等を有していること。 
（５）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこと。 
（６）本市から工事又は物品の指名停止措置を受けていないこと。
（７）地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第11項の規定による本市又はその他の市町村における指定管理者の指定の取消処分を受けていないこと。
（８）地方自治法第92条の2（議員の兼業禁止）、第142条（長の兼業禁止）又は第180条の5第6項（委員の兼業禁止）の規定中、「請負」を「請負（指定管理者に係る業務を含む。）」とみなした場合に、その規定に抵触しないこと。
（９）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等の規定に基づき更生又は再生手続をしていない者であること。
（10）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から5年を経過しない者の統制の下にない団体であること。
（11）消費税の適格請求書等保存方式における適格請求書発行事業者として登録を受けた団体であること。ただし、当該施設の業務が消費税課税取引に該当しない場合又は当該施設の特性上、利用者が適格請求書を必要としない消費者や免税事業者、簡易課税制度適用事業者のみに限られることが明確な場合はこの限りでない。
